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露文化審議会著作権分科会等
●文化審議会著作権分科会● 2010年2河15111開催の
同分科会で,第10期の小委員会として,基本問題小
委員会,法制問題小委員会,国際小委員会が設置さ
れ,2010年内に「文化耕談会著作権分科会法制問題
小委員会権利制限の一般規定に関する中問まとめ」
「文化審議会著作権分科会基本岡翹小委員会報告」
「文化審議会著作椛分科会法制岡地小委員会技術的
保誠手段に関する中問まとめ」「文化箸芹謡会著作椛
分科会法制問題小委員会机利制限の一般規定に関す
る報告書」が捉出された。
これらの検討を基に作成された「文化審議会薯作
机分科会報告旦わが1月25日開催の同分科会での審
談を絲て公表された(C>諸D。
同靴告脊では注同の「椛利制隈の一般規定(いわ
ゆる1ヨ本1阪フェアユース)」について,「何らかの形
で椛利制限の一般規定を導入することが適当である
ものと考えられる」としている一方,「権利制限の
一般規定」に関する記述部分には、特に図書紺につ
いて喬及した部分はなく,「1赤霄名福祉」「教育」
「研究」「資料・保存」のような「1ヨ的の公益性に着
付した著作物の利用類型」については「個別権利制
限規定の改正又は創設により対応することが適当で
あると考えられる」としている。
その他,図沓館の類縁施設である公文雪胤1に1剥す
ることとして,「公文書管理法に関する権利制限に
ついて」の記述があり,公文摺キ;の管理に剛する法
律(平成21年法律第66号)の第15条第1項,同条第
'
2項,第16条第1項に基づく行為が,粘イ'局徐法で定
める権利に抵触する可能性を指抽した上で,行政機
関の保有する恬報の公開に関する法律(平成Ⅱ年法
律第42号)等への対応のために設けられた規定を参
考にしつつ「必要な椛利制限規定等を過くことが適
当である」としている。
4月18日例催の同分科会から第Ⅱ期の会議となり,
同会議において町文化審識会著作椛分科会報告書
(平成23年1打)」等で示されている今後の検討課
題』が示され,法制問題小委員会,国際小委員会が
設楓された。
●文化審議会著作権分科会法制問題小委員会● 2010
年2河18罰開催の同小委員会で第]0期の検討課題と
して.,「1、桃不1Ⅲ川捉の一般規定」「2.ネット上の複数
考による創作に係る課題」「3,岡接侵害」「4.その
他」が示され.「ネット上の複数者による創Ⅱ乍に係
る課題」などを検剤するため契約・利用ワーキング
チームが,「問接侵害」などの課題を検討するため
司法救済ワーキングチームがそれぞれ設識された。
また,2010年9月7日開催の詞小委員会で「アク
セスコントロールの回避規制について」などの課題
を検討するため,技術的保誤手段ワーキングチーム
力〒測獣された。
各ワーキングチームでの検討結果,伺小委員会で
の検討結果をもとに, U1171剥"1催の同小委員会で,
前述の「文化審談会薯作椛分科会雜告霄」の主要な
部分をなす「文化密談会著作机分科会法制矧題小委
員会平成21・22年鹿雜告書」がまとめられた。
5村Ⅱ1羽刑雅の同小委員会から第Ⅱ剣の会議とな
り,「ネット上で複数者により創H乍されたコンテン
ツ等に係る課題」などを検討するため契約・利用ワ
ーキングチームが,「冏接侵害」などの課題を検剥
するため司法救済ワーキングチームがそれぞれ設楓
された。
●文化審議会著作権分科会国際小委員会● 7月8日
開催の同小委員会で,「インターネットによる国境
をこえた海城行為に対する対応の在り方」につぃて,
実態を把握し,三風殉協議等の枠組みの強化・拡大,
多国閻ネットワークの更なる強化にむけて検討する
こと,また,「著作権保護に向けた国際的な対応の
在り方」および「知財と開発問題,フォークロア問
題への対応の在りブカについて,'世界知的所有椛機
関(WIPO)の遺伝資源,伝統的知識及びフォーク
ロアに関する政府問委員会における動向を踏まえ,
フォークロアの保護に関する検討を進めるとともに,
WIP0の著作権等常設委員会の動向を踏まえ.椛利
制限と例外に関する検討を進めることが硫認された。
●電子書籍の流通と利用の円滑化{こ関する検討会議●
2010年H月Ⅱ日に文部科学副大臣決定により設置さ
れた同会議は,「デジタル・ネットワーク社会にお
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ける図書鮮と公共サービスの在り方に関する耶項」
「出版物の椛利処理の円滑化に関する李項」「出版
者への机利付与に関する事項」などを検討耶:項とし
ており,これらを検剥'した結果に基づき、 12月210
開佐の同会談で「電子書籍の流通と利用の円滑化に
倒する検討会議報告」がまとめられた。
なお,「デジタル・ネットワーク社会における図
書館と公共サービスの在り方に関する耶J貝1 に1判し
ては,そのまとめに対して9月26日から10月H日ま
での開,意見募集が行われた(0資)。
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●被災者を支援する図書館活動について協力依頼● 3
"25日,著作権机利団体に対して標記依頼を行った
(0資)。
3例H日に発生した束H木大震災により.被災者
は必要な惰報の入乎が極めて困雜の状態になるとと
もに,被災地の多くの図書鯨も情報捉供が困難な状
態になったことを受けて.崎限的に,被災地に対し
て公衆送信等により著作物を捉供することについて
許諾を求めたもので,著作椛椛利団体から'恊力する
旨の回符を得・た。
●著作権等管理事業法に関連する規制への意見● 9
"12日から10河11日までの1Ⅲ,著イ僻狐等管理耶業法
に関する意見募集が行われ,10月11日.標記意見を
捉出した(0資)。
この意見募集は,2006年7 河 7日に闇議決定され
た殊生済財政述営と構造改革に関する基本方針
2006」に基づき,20Ⅱ年度が薯作机等管理耶業法の
見直し年度に設定されていたことにより行われたも
ので,「著作権等管理事業の登録(第3条)」「登録
事頂の変更の届出(第7条第1項)」「著作樅等管理
事業者の地位の承継の届出偽乞8条第2項)」「著作
樅等管理耶業者の廃業の届出(第9条)」「管理委託
契約約款の届出(第Ⅱ条第1項前段)」「管理委託契
約約款の変受の届出(第Ⅱ条第1頂後段)」「使用料
規程の届出(第13条第1項前段)」「使用料規程の変
更の届出(第13条第 1項後段)」の8項目について
意見が募られた。
これらの中から,「著作枇等管理事業者の廃業の
届出」「管理委託契約約款の届出」「管理委託契約約
款の変更の届出」を除く5項目に対して,制度の緋
持を求めた。
●「図書館と公共サービスの在り方{こ関する事項」に
係るまとめへの意見■ 9月26日から10河H日まで
の問,「電子書籍の流通と利用の円滑化に倒する検
討会議」による,国立国会図書館でデジタル化され
た資料の利用等についての検制をまとめた「rデジ
タル・ネットワーク社会における図書館と公共サー
ビスの在り方に関する耶項』に係るまとめ」に関す
る意見募染が行われ.]0月12日,標記の意見を捉出
した(0資)。
この意見募集は,「『デジタル・ネットワーク社会
における図書館と公共サービスの在り方に関する耶
頂』に係るまとめ」を「1.基本的な考え力 a 頁)」
「2.n]1到会図書館からの送信サービスについてa
頁~5頁)」「2.[2]国会図轡館の藏轡を対象とした
検索サービスについて('6頁~7頁)」「3.公立図沓
館等の役割について(8頁)」「4.まとめ(9 頁)」
の5つの部分に分け,各剤"ナに刈'して意見を捉出す
る形で,意見が募られた。
これらの中から,「1.基木的な考えブカを除く4
つの部分に対し,合計で11件の意見を捉出し,デジ
^0、゛
タル化された資制・が,より活用されるように求めた。
なお,本件に関しては,,別途,障審考サービスを
主恨とする意見も捉出している(C>資)。
●全国図書館大会(多摩)第3分科会● 10河14H,
大学図脊剣f部会,著作権委員会,1雛害者サービス委
員会,出1扱流通委員会が合同で「電子書籍と図誓
館」と葱し,同分科会を行った。
湯浅俊彦氏(立命館大芋0 による r電子書籍の現
況と図書館の役割」,橋元博樹氏綱τ京大学出版
会)による「学術出版社の電子書籍職略:図書館と
の関わりの視点から」.田中久徳氏(風立国会図鶴
鮮)による f国立国会図脊鮒所蔵資料のデジタル化
と利活用の課題」.時実象一氏(愛知大弓りによる
「日米公立図書錦での電子轡籍利用実態と課題」,
河村宏氏(DAISY C0船01・tium)による D電子出1扱
による交Ⅲ散アクセスのユニバーサルデザインの促
進: DAISY4と EPUB3による開かれた国際標準
のめざすもの」,島田貴史氏 U髪熈義塾大岸0 によ
る「慶應碇塾大学における電子学術杏利用実験プロ
ジェケト」の後.質垢御慈答を行った。
その他
●知的財産戦略本部● 6打3日付で,「知的財産推
逃計価20Ⅱ」が公表された(C>資)。
同副'画では「グローハ'ル・ネットワーク喝¥しの新
たな挑戦を支える4つの知的財産城略」として「①
国際標準化のステージアップ戦略」「②知財イノベ
ーシヨン寛党今噛炎1略」「(3)ゞ畏先宮畠デジタル・ネットワ
ーク竣略」「④クールジャパン戦1略」を立てており,
特に「③最先端デジタル・ネットワーク戦1略」にお
いて・「電子譜深吾の促逃,知的資産のデジタル化」
「国立国会図書館デジタルアーカイプの公立図宮狗1
及びインターネツトを通じた提供」「電子脊籍の市
場整俳の加速化」「知的資産のアーカイブ化,活用
促進」を例示してぃる。
なお,「知的財産推進計画20Ⅱ」に先立ち,5月
27日に「クールジャパン拍芽延に倒するアクションプ
ラン」が公表されているが,同アクションプランの
中に「被災地域における公共図轡館の活用」の項侍
があり,被災地域へのFAXや電子メールによる怯
羽井呈供等について触れられてぃる。
●デジタル・ネツトワーク社会における出版物の利活用
の推進に関する懇談会●・2010年,,継司努省,文M排斗
学省,経済産業省が迎扮し,同懇談会が設世され,
同匙薪炎会には「技術に剛するワーキングチーム」と
リ剖阪物の利活用の在り力に関するワーキングチー
ム」とが1史潰されたが,2011年,「技術に倒するワ
ーキングチーム」のサプワーキングチームとして
「知のデジタルアーカイブに関する研究会」が新た
に設世された。
この研究会は「図書・出版物,公文沓,美術品
博物院',雁史資料キ1公共的な知的資産の総デジタル
化を進め.インターネット上で確子寸蔀扱として共狗
利用できる仕粒み(デジタルアーカイブ)の榊築
による知の地域づくりに向けて,1瑚係者が広く集ま
り.デジタル惰栽資源の流迎促進に係る課恕の整理
を行い,デジタルアーカイブ闇の相互迎甥の促進を
図ること」を 1;1的としており,2012年の早期に羽"当
腎等を作成するべく,種々検討が行われた。
●国立国会図書館● 2008年度から「資料.デジタル
化及び利Ⅲに関する関係者恊議会」が設貴され.
種々検副'が行われているが,2010午度は同協談会に,
同館でデジタル化された資料の図糊館剛貸出にっい
て協談するためのワーキンググループが橿かれ.3
河に「図腎館問貸出ワーキングチーム級告書」がま
とめられた。
2010年lj11日施行の著作椛法の一部を改正する
法律(平成21イ丹法都第53号)で新設された第31条第
2頂により,国立国会図書館においては資制の汚損
や破損を防ぐ観点から,納本された資料・をデジタル
化することが可能になったが,デジタル化された資
料の原本は原則として利用に供さないことを基本要
件としており,また.当而,デジタル化された資料
そのものは圈立国会図書館内のみでの利用となるた
め.それまでの図腎館闇貸出に代替措置が必要とな
つた。同級告書は,この代替措置に掬する暫定的な
運用をまとめたものである。
●文化庁告示●,以下のとおり発せられそれぞれ
の施股が著作机法第37条第3項に基づく著作物利用
を認められる施設に指定された。
1河]3日,文化庁告示第8号により,音訳グルー
プ愛の価り。 2河22日,文化庁告示第21号により,
日本基督改革派静岡教会備御岡改革派キリスト教盲
人伝道センター)。 9月8日,文化庁告示第融号に
より,音司てグループさわらぴ。 9"28日,文化庁告
示第56号により.倉敷朗読研究会。10月20日,文化
庁告示第57号により,霊友会福祉七ンター C需友会
法友文庫点字図皆抑わ。10打20日.・文化庁告示第認
、吐により,仙台市(せんだいメディアテーク)。 H
河10日,文化庁告示第61号により,周南挽党障写者
図沓鮪。 11村30日.文化庁告示第62号により,録音
ボランティアグループやまぱとの会。
また,3 河11日,文化庁告示第29号・により.メデ
イア'アクセス・サポートセンターが著作椛法第37
条の2第1号に基づく茗作物の利用を認められる施
設に.9河 8 訂,文化庁告示第55号により、シーエ
ス障害者放送統一機構が著作机法第37条の2第2・号
に基づく茗作物の利1打を認められる施設に指定され
た。
●環太平洋戦略的経済連携協定●いわゆるTPP
(Trans-paci丘C partna'ship)にっいて,11月11Π
の首籾記者会見において「TPP交沙参加に向けて
関係国との協議に入る」との発言があった。
TPPについては農産品等の分野に注1ヨされるこ
とが多いが,第10章は知的財産に関する規定になっ
ており,著作権に関する規定も存在する。
2005年に朗印した4か国に5か国を加えた拡大交
渉が2012年内の妥結を自指して行われており今後
の動きに江目する必要がある。 (森一R勵
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